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別 表 第 六 の 表 中

特 例 適 用 者

承 継 特 例 適 用 者

特例適用者（取締役等）

特例適用者（特定従事者）

承 継 特 例 適 用 者

を
」

「

」
に 改 め 、 同 表 の 備 考 １ 中 「第29条の２第６項 」 を 「第29条の２第７項 」 に 改 め 、 同 表 の

備 考 ２ 中 「以下この表に 」 を 「２に 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「 「特例適用者 」 」 を 「 「特例適用者
（取締役等） 」、「特例適用者（特定従事者） 」 」 に 、「いずれか該当する方 」 を 「該当する欄 」 に 改 め 、

同 表 の 備 考 ２ 中 「こと。 」 の 次 に 「この場合において、法第29条の２第１項第６号に規定する取決
めに従つてされる同条第４項に規定する特例適用者（２において「特例適用者」という。）の同条第
１項第７号に規定する国外転出（２において「国外転出」という。）に係る終了が生じたときは、国
外転出に伴う終了のように記載すること。 」 を 加 え 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「若しくは新株引受権又は株
式譲渡請求権 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「掲げる事項 」 を 「定める事項 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２

イ 中 「法第29条の２第４項に規定する 」 を 削 り 、「（２において「特例適用者」という。）又は同項 」

を 「又は法第29条の２第４項 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ ホ を 同 表 の 備 考 ２ ヘ と し 、 同 表 の 備 考 ２

ニ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

ホ 特例適用者（法第29条の２第４項に規定する取締役等の特定株式以外の同項に規定する
特定株式を有する者に限る。）が国外転出をした場合 その旨及び当該国外転出をした日
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第 四 十 条 の 六 第 二 項 中 「 基 準 と 」 を 「 も の と 」 に 改 め 、 同 項 各 号 を 次 の よ う に 改 め る 。

一 前 項 第 一 号 に 掲 げ る 自 動 車 次 に 掲 げ る 自 動 車 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 基 準

イ 乗 合 ノ ン ス テ ッ プ バ ス 移 動 等 円 滑 化 の た め に 必 要 な 旅 客 施 設 又 は 車 両 等 の 構 造 及 び 設 備

に 関 す る 基 準 を 定 め る 省 令 （ 平 成 十 八 年 国 土 交 通 省 令 第 百 十 一 号 。 ロ 、 次 号 及 び 第 四 項 に お

い て 「 公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 」 と い う 。 ） 第 三 十 七 条 か ら 第 四 十 二 条 ま で の 基 準

ロ 乗 合 リ フ ト 付 き バ ス 公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 第 三 十 七 条 第 一 項 、 第 三 十 八 条 第 二

項 及 び 第 四 十 二 条 の 基 準

二 前 項 第 二 号 に 掲 げ る 自 動 車 次 に 掲 げ る 自 動 車 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 基 準

イ 貸 切 ノ ン ス テ ッ プ バ ス 公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 第 三 十 八 条 第 一 項 及 び 第 四 十 条 第

二 項 並 び に 公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 第 四 十 三 条 の 二 に お い て 準 用 す る 公 共 交 通 移 動 等

円 滑 化 基 準 省 令 第 三 章 第 三 節 （ 第 三 十 八 条 第 一 項 、 第 三 十 九 条 第 五 号 及 び 第 六 号 、 第 四 十 条

第 二 項 、 第 四 十 一 条 第 二 項 及 び 第 三 項 並 び に 第 四 十 三 条 を 除 く 。 ） の 基 準

ロ 貸 切 リ フ ト 付 き バ ス 公 共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 第 四 十 三 条 の 二 に お い て 準 用 す る 公

共 交 通 移 動 等 円 滑 化 基 準 省 令 第 三 章 第 三 節 （ 第 三 十 八 条 第 一 項 、 第 三 十 九 条 第 五 号 及 び 第 六

号 、 第 四 十 条 第 二 項 、 第 四 十 一 条 第 二 項 及 び 第 三 項 並 び に 第 四 十 三 条 を 除 く 。 ） の 基 準

第 四 十 条 の 六 第 三 項 中 「 自 動 車 （ 」 を 「 自 動 車 で 」 に 改 め 、「 自 動 車 検 査 証 に 」 の 下 に 「 お い て 」

を 加 え 、「 記 載 さ れ て い る 自 動 車 に 限 る 。 ） 」 を 「 明 ら か に さ れ て い る も の 」 に 改 め る 。

第 四 十 六 条 を 削 る 。

別 表 第 三 の 表 の 備 考 １ 中 「同項 」 を 「法第４条の２第１項 」 に 、「 （及び３に 」 を 「に 」

に 改 め 、 同 表 の 備 考 １ 中 「 （以下この表において「前の勤務先」という。 ） 」 及 び 「 （以下この表にお
いて「他の勤務先」という。 ） 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ３ 中 「氏名又は住所の変更をした 」 を 「
に掲げる場合以外の 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ３ 中 「金融機関の営業所等の長、勤務先の長及び事務
代行先の長が１の個人 」 を 「勤務先の長、施行令第２条の６第１項第１号に規定する事務代行
先（以下までにおいて「事務代行先」という。）の長及び金融機関の営業所等の長がこの申告書を
提出した者 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ４ 中 「、「住所 」及び 「個人番号 」 を 「及び 「住所 」 に 、「、住所
及び個人番号を 」 を 「及び住所を、それぞれ 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ４ を 同 表 の 備 考 ４ と し 、 同

表 の 備 考 ４ を 同 表 の 備 考 ４ と し 、 同 表 の 備 考 ４ を 同 表 の 備 考 ４ と し 、 同 表 の 備 考 ４ を 同

表 の 備 考 ４ と し 、 同 表 の 備 考 ４ 中 「施行令第２条の18第２項に規定する 」 、「 （において「移管
前の営業所等」という。 ） 」 、「施行令第２条の６第１項第１号に規定する 」 及 び 「 （以下までにおい
て「事務代行先」という。 ） 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ４ を 同 表 の 備 考 ４ と し 、 同 表 の 備 考 ４ を 同

表 の 備 考 ４ と し 、 同 表 の 備 考 ４ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 「個人番号」の欄には、この申告書を受理した勤務先の長、施行令第２条の６第１項第１
号に規定する事務代行先（以下までにおいて「事務代行先」という。）の長及び施行令第２
条の18第２項に規定する移管前の営業所等（及びにおいて「移管前の営業所等」という。）
の長がこの申告書を提出した者の個人番号を付記すること。

別 表 第 三 の 表 の 備 考 ５ 中 「、「住所」及び「個人番号 」 を 「及び「住所 」 に 、「、住所及び個人
番号を 」 を 「及び住所を、それぞれ 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ５ を 同 表 の 備 考 ５ と し 、 同 表 の 備 考

５ を 同 表 の 備 考 ５ と し 、 同 表 の 備 考 ５ を 同 表 の 備 考 ５ と し 、 同 表 の 備 考 ５ 中 「第３条の
５第６項第２号 」 を 「施行令第２条の19 」 に 改 め 、「施行令第２条の６第１項第１号に規定する 」 及

び 「 （以下までにおいて「事務代行先」という。 ） 」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ５ を 同 表 の 備 考 ５ と し 、

同 表 の 備 考 ５ を 同 表 の 備 考 ５ と し 、 同 表 の 備 考 ５ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

 「個人番号」の欄には、この申告書を受理した施行令第２条の19に規定する他の勤務先（以
下までにおいて「他の勤務先」という。）の長、当該他の勤務先に係る施行令第２条の６第
１項第１号に規定する事務代行先（以下までにおいて「事務代行先」という。）の長及び金
融機関の営業所等の長がこの申告書を提出した者の個人番号を付記すること。

別 表 第 三 の 表 の 備 考 ６ 中 「おいて、 」 の 次 に 「３中「施行令」とあるのは「施行令第２条の
31において準用する施行令」と、 」 を 加 え 、「とあるのは、 」 を 「とあるのは 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ７

中 「４ 」 を 「４ 」 に 、「４ 」 を 「４中「施行令 」 と あ る の は 「施行令第２条の31において準
用する施行令」と、４ 」 に 、「４中「施行令」とあるのは「施行令第２条の31において準用する
施行令」と、 」 を 「４中 」 に 、「４ 」 を 「４ 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ８ 中 「５ 」 を 「５ 」 に 、

「５中「第３条の５第６項第２号 」とあるのは 「第３条の12において準用する第３条の５第６項
第２号 」 」 を 「５中「施行令」とあるのは「施行令第２条の31において準用する施行令」と、５
中「施行令」とあるのは「施行令第２条の31において準用する施行令 」 」 に 、「 「施行令」とあるのは
「施行令第２条の31において準用する施行令」と、５ 」 を 「５ 」 に 改 め る 。

別 表 第 六 の 表 中 「特定新株予約権等 」 を 「特定新株予約権 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 １ 中 「第29条
の２第５項 」 を 「第29条の２第６項 」 に 、「特定新株予約権等の付与に関する調書 」 を 「特定新株予
約権の付与に関する調書 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ 中 「第19条の３第16項 」 を 「第19条の３第25項 」

に 、「こと 」 を 「こと。この場合において、新株予約権を与える者が法第29条の２第１項に規定する
特定従事者であるときは、「無」を〇で囲むこと 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２ を 次 の よ う に 改 め る 。

 「区分」の欄には、取締役等の新株予約権又は特定従事者の新株予約権と記載すること。

別 表 第 六 の 表 の 備 考 ２ 中 「特定株式又は承継特定株式の 」 を 「法第29条の２第４項に規定す
る特定株式（以下この表において「特定株式」という。）又は同項に規定する承継特定株式（以下こ
の表において「承継特定株式」という。）の 」 に 改 め る 。

別 表 第 七 の 表 の 備 考 １ 中 「第37条の14第30項 」 を 「第37条の14第35項 」 に 改 め 、 同 表 の 備 考 ２

中 「又は居所 」 を 「又は居所等（その者に係る法第37条の14第27項の規定による継続適用届出書
（同項第１号に規定する継続適用届出書をいう。ニ及びにおいて「継続適用届出書」という。）
の提出があつた日からその者に係る同条第29項の規定による帰国届出書（同項に規定する帰国届出
書をいう。ホにおいて同じ。）の提出があつた日までの間にこの報告書を作成する場合には、その
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